太田市移住支援金支給要綱（令和元年７月１日太田市制定）新旧対照表
　
	改正案
	現行

	（支給要件及び移住支援金の額）
第２条　市長は、次の各号に掲げる要件をいずれも満たす者に対し、予算の範囲内において、２人以上の世帯の場合にあっては１００万円、単身の場合にあっては６０万円の移住支援金を支給する。なお、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに転入したときは、１８歳未満の者１人につき最大３０万円を加算し、令和５年４月１日以後に転入したときは、１８歳未満の者１人につき最大１００万円を加算する（３人分を上限とする。）
⑴　移住等に関する要件
次に掲げるア、イ、ウ及びエに該当すること。
ア　　(略)
イ　移住先に関する要件
次に掲げる事項の全てに該当すること。
（ア）　（略）
（イ）　移住支援金の本申請時において、転入日の翌日から起算して３か月以上１年以内であること。
（ウ）　（略）
ウ　世帯に関する要件（２人以上の世帯向けの金額を申請する場合のみ）
[bookmark: _GoBack]次に掲げる事項の全てに該当すること。
（ア）～（ウ）　（略）
（エ）　申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、本申請時において転入日の翌日から起算して３か月以上１年以内であること。
（オ）　（略）
エ　　(略)
⑵　地域の担い手としての役割に関する要件
次に掲げるア、イ、ウ、エ又はオのいずれかに該当すること。
ア～ウ　（略）
エ　関係人口に関する要件
次に掲げる事項の全てに該当すること。
（ア）　本申請時において、太田市へふるさと納税の寄附実績があり、５０歳未満であること。
（イ）（略）
オ　起業に関する要件
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ（移住・起業・就業型））を活用して群馬県が実施する起業支援事業（以下「起業支援事業」という。）に係る起業支援金の交付決定を１年以内に受けていること。
（仮申請）
第３条　本市に転入した者で移住支援金の本申請をすることを予定しているものは、前条第２号アに関する要件を満たすことになる場合には群馬県又は他の都道府県が移住支援金の対象としてマッチングサイトに掲載している求人に応募し採用が決定した後、同号イに関する要件を満たすことになる場合には対象法人等での採用が決定した後、同号ウ又はエに関する要件を満たすことになる場合には本市に転入した後、同号オに関する要件を満たすことになる場合には起業支援事業に係る起業支援金の交付決定を受けた後、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
（1）～（12）（略）
(13)　その他要件を満たすことが確認できる書類
２　(略)
（本申請）
第４条　前条の規定による仮申請を行った者は、転入日の翌日から起算して３ヶ月以上１年以内（第２条第２号ア又はイの要件を満たす者については、就業からも３ヶ月経過後）に次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
（1）～（5）（略）
（6）その他要件を満たすことが確認できる書類

	（支給要件及び移住支援金の額）
第２条　市長は、次の各号に掲げる要件をいずれも満たす者に対し、予算の範囲内において、２人以上の世帯の場合にあっては１００万円、単身の場合にあっては６０万円の移住支援金を支給する。なお、１８歳未満の世帯員を帯同して移住する場合は１８歳未満の者一人につき最大３０万円を加算（１８歳未満の世帯員の加算は令和４年４月１日以後に転入したこと）する。
　　

⑴　移住等に関する要件
次に掲げるア、イ、ウ及びエに該当すること。
ア　　(略)
イ　移住先に関する要件
次に掲げる事項の全てに該当すること。
（ア）　（略）
（イ）　移住支援金の本申請時において、転入後３か月以上１年以内であること。
（ウ）　（略）
ウ　世帯に関する要件（２人以上の世帯向けの金額を申請する場合のみ）
次に掲げる事項の全てに該当すること。
（ア）～（ウ）　（略）
（エ）　申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、本申請時において転入後３か月以上１年以内であること。
（オ）　（略）
エ　　(略)
⑵　地域の担い手としての役割に関する要件
次に掲げるア、イ、ウ、エ又はオのいずれかに該当すること。
ア～ウ　（略）
エ　関係人口に関する要件
次に掲げる事項の全てに該当すること。
（ア）　本申請時において、太田市へふるさと納税の寄附実績があり、４０歳未満であること。
（イ）（略）
オ　起業に関する要件
地方創生推進交付金（移住・起業・就業タイプ）を活用して群馬県が実施する起業支援事業（以下「起業支援事業」という。）に係る起業支援金の交付決定を１年以内に受けていること。

（仮申請）
第３条　本市に転入した者で移住支援金の本申請をすることを予定しているものは、前条第２号アに関する要件を満たすことになる場合には群馬県又は他の都道府県が移住支援金の対象としてマッチングサイトに掲載している求人に応募し採用が決定した後、同号イに関する要件を満たすことになる場合には対象法人等での採用が決定した後、同号ウ又はエに関する要件を満たすことになる場合には本市に転入した後、同号オに関する要件を満たすことになる場合には起業支援事業に係る起業支援金の交付決定を受けた後、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
（1）～（12）（略）

２　(略)
（本申請）
第４条　前条の規定による仮申請を行った者は、転入＿＿＿＿から＿＿＿＿３ヶ月以上１年以内（第２条第２号ア又はイの要件を満たす者については、就業からも３ヶ月経過後）に次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
（1）～（5）（略）
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